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事 業 報 告 

平成 30年 4月 1日から 

平成 31年 3月 31日まで 

 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当事業年度における我が国経済は、企業収益が過去最高を記録する中で設

備投資が増加するとともに、個人消費の持ち直しが続くなど、緩やかな回復が

続いていました。 

こうした状況の中、当社は、中小企業の自己資本の充実を促進し、その健

全な成長発展を図るため、中小企業政策実施機関として、中小企業に対する投

資・育成事業を行ってまいりました。 

 

以下、当事業年度の活動実績についてご報告いたします。 

投資・育成業務の推進にあたっては、新規投資の拡充と投資先企業に対す

る育成サービスの充実を図るため、社内体制としてチーム制を有効に機能さ

せ、組織としての対応力を強化しました。 

投資業務では、地域金融機関及び税理士等の外部機関とのネットワークを

活かし、中小企業の課題解決のために多様な資本政策の提案を行うことにより、

幅広いニーズの中小企業に利用機会を提供しました。 

当事業年度の新規投資は 46件、再投資は 14件となり、その合計金額は 23

億 3千 7百万円となりました。また、設立以来の投資累計は 2,281社、1,186

億 7 千万円となりました。年度末における投資残高は 1,060 社、409 億 7 千

7百万円でありました。 

育成業務では、中小企業の長期的な成長を支援するため、投資先経営者と一

緒に考え、投資先の成長発展にとって真に必要なことを専門家として企画・提

案・実行しました。また、中小企業施策等の中小企業にとって有用な情報を継

続して提供し、セミナー開催や階層別研修、視察会・社長会等の企画について

も創意工夫して積極的に取り組み、成長の機会を提供しました。 

 

次に、当事業年度の決算内容についてご報告いたします。 

投資先企業数の増加と投資先企業における経営努力の結果、投資育成株式配

当金は前期比 1億 3千 2百万円増の 33億 7百万円となりました。一方、株式

売却益は、大型売却益を計上した前期比では 53 億 5 千 7 百万円減の 22 億 8

千 1百万円となりました。この結果、営業収益は前期比 52億 5千 6百万円減

の 56億 8千 7百万円となりました。 
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営業費用は前期比 2 億 1 千万円減の 21 億 6 千 7 百万円で、営業利益は前  

期比 54億 6千 6百万円減の 35億 1千 9百万円となりました。 

営業外収益に事務所賃貸収入等を計上し、経常利益は 36 億 3 千 6 百万円、

当期純利益は 34億 6百万円となりました。 

配当金については、当社が従来から安定的水準と考えている 1株当たり 600

円としたいと考えております。 

 

 

（２）対処すべき課題 

    当社は、国の中小企業政策の一翼を担う機関として、引き続き中小企業の

成長発展を支援してまいります。 

 

投資業務では、より多くの中小企業に投資育成制度を行きわたらせ、日本

経済を支える中小企業の自己資本の充実を促進し、その健全な成長発展を図り

ます。 

育成業務では、各投資先企業の経営状況及び事業内容を深く理解する長期

安定株主として、投資先企業に寄り添い、経営者を支えるパートナーとなり、

透明かつ公正な健全経営を支援します。投資先企業の経営環境の変化を敏感に

察知することで、中小企業施策等の中小企業にとって有用な情報を継続して提

供し、新たな育成メニューの提案、実行にも取り組んでまいります。 

更に、投資先企業の健全な資本政策の推進をサポートし、増加する親族外

承継も含めて、経営承継が円滑に進むよう支援します。 

また、コンプライアンス及び情報セキュリティについても更なる徹底を図

るとともに、引き続き社員の能力開発を行ってまいります。 

 

今後も、中小企業の自己資本の充実を促進し、その健全な成長発展を図り、

我が国経済の活力の維持及び強化に貢献するため、中小企業政策実施機関とし

て多くの中小企業を支援すべく、引き続き努力をして取り組んでまいります。 



（３）会社法施行規則第120条第1項第5号に定める設備投資・資金調達等の状況

　該当事項はありません。

（４）財産及び損益の状況の推移

　当社の経営指標等
第53期 第54期 第55期 第56期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
（当期）

(百万円) 3,346 4,134 10,943 5,687

(百万円) 1,989 2,319 8,225 3,406

(円) 3,146.43 3,667.54 13,007.57 5,387.91

(百万円) 83,692 91,155 104,262 101,463

(百万円) (64,069) (70,909) (76,667) (73,099)

(百万円) (531) (792) (735) (496)

(百万円) 74,110 79,866 91,187 90,267

（５）主要な事業内容

（６）主要な営業所

　　本社　　東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号

（７）従業員の状況

（８）主要な借入先

　該当事項はありません。

２．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

2名増

平 均 年 齢

42歳1ヶ月

従業員数

74名

区　　　　　分

前期末比増減

　　中小企業の設立に際して発行される株式の引受け・保有及び中小企業の発行する増資新
  株、新株予約権、新株予約権付社債等の引受け・保有並びに投資先企業に対する経営又は技
　術の指導

（内、投資育成新株予約権付社債）

純資産
（注）営業収益及び当期純利益の変動は、主として投資育成株式の売却損益及び投資育成株式等の投資損失引当
　　　金計上額の多寡によるものです。

営業収益

当期純利益

1株当たり当期純利益

総資産

（内、投資育成株式）
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３．会社の株式に関する事項

（１）株式の総数

　　会社が発行する株式の総数 695,000 株
　　発行済株式総数 632,340 株

（２）株主数 116 名

（３）大株主
（平成31年3月31日現在）

　 株 ％ 株 ％

78,000 12.34 -      -      
52,000 8.22 -      -      
33,250 5.26 -      -      
31,617 5.00 -      -      
31,617 5.00 -      -      
31,617 5.00 -      -      
31,617 5.00 -      -      
31,615 5.00 -      -      
31,600 5.00 -      -      
23,170 3.66 -      -      

（４）株主構成
（平成31年3月31日現在）

株主数 株式数 出資比率
名 株 ％

1.地方公共団体 18 137,500 21.74
2.中小企業支援機関 2 64,867 10.26
3.金融機関 61 305,283 48.28
4.保険会社 18 50,530 7.99
5.事業会社 17 74,160 11.73

116 632,340 100.00

（５）資本金の推移

増資額 資本金
　 2,500.0

昭和43年度 43年10月1日 100.0 2,600.0
44年8月1日 300.0 2,900.0
45年3月1日 85.0 2,985.0

昭和45年度 45年12月1日 35.0 3,020.0
昭和46年度 46年12月1日 331.5 3,351.5
昭和47年度 47年12月28日 442.0 3,793.5
昭和48年度 49年3月1日 220.0 4,013.5
昭和49年度 49年11月1日 466.5 4,480.0
昭和50年度 51年1月15日 520.0 5,000.0
昭和57年度 57年6月1日 1,673.4 6,673.4

昭和44年度

　　設　　立　　時

合　　　　　　　　　計

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

株                 主

当社の当該株主への出資状況

持株数 出資比率
株主名

公益財団法人全国中小企業振興機関協会

持株数

東 京 都
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口4）

出資比率

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

東 京 商 工 会 議 所

     (単位：百万円）

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行

株 式 会 社 り そ な 銀 行

株 式 会 社 千 葉 銀 行

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
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４．会社役員に関する事項

（１）取締役及び監査役の氏名等

（平成31年3月31日現在）
氏　　　名 会社における地位

　望月 晴文 代表取締役社長 ㈱日立製作所社外取締役
伊藤忠商事㈱社外取締役

　瀬口 敬三 常務取締役
　竹本 雅則 常務取締役
　野口 宏幸 取締役
　古屋 直樹 取締役 五洋建設㈱社外取締役
　原田 高道 常勤監査役
　深見 克俊 監査役 コスモ・バイオ㈱社外監査役
　石田 徹 監査役 東京商工会議所専務理事・日本商工会議所専務理事

三井金属鉱業㈱社外監査役

５．会計監査人に関する事項

（１）会計監査人の名称

　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

(注)　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、比率については四捨五入により表示しております。

重要な兼職の状況

(注1)取締役古屋直樹は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。　　　　　　　　　　　　　　　　
(注2)監査役原田高道及び監査役石田徹は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。　　　　　　
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況 

  当社は、かねてから取締役会において、内部統制システムに関する基本方

針を制定しており、平成 31年 4月 19日開催の取締役会において、「取締役・

使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制」とし

て、社長直轄の内部監査担当の導入を新たに追加しております。 

 

  現時点の内部統制システムに関する基本方針の内容及び運用状況は以下の

とおりであります。 

 

（１）取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制及びその運用状況 

当社は、会社法に基づく株式会社であり、中小企業投資育成株式会社法（以

下、「投資育成会社法」という。）に定められた事業目的の達成に向けて、経営

環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することが、経営の重要課題で

あると認識している。 

  事業の運営状況等については、投資育成会社法に定められた経済産業大臣

による監督を受けるとともに、同大臣に対する報告・届出を行う。 

平成 14年 4月 26日に閣議決定された「特別の法律により設立される民間

法人の運営に関する指導監督基準」及び平成 17年 12月 24日に閣議決定され

た「行政改革の重要方針」で定められた情報を、インターネット上で開示する。 

コンプライアンスに関する諸規則等を定めるとともに周知し、取締役・使用

人の職務執行が法令・定款の規定から逸脱することなく、内部統制が適切に機

能するように体制を整備する。 

業務全般にわたる運営の適正性、有効性を検証し、業務処理等の問題点の発

見・指摘や改善方法を提言することを目的として、社長直轄の内部監査担当を

任命する。 

  「公益通報者保護法」に基づき、社外の法律事務所を通報先に加えて通報

者の匿名性を保護する内部通報制度を設け、違法な業務執行を未然に防止す

る体制整備を図る。 

  暴力団などの反社会的勢力とは断固として対決し、取引関係を含めた一切

の関係を遮断するとともに、不当・不法な要求には応じず裏取引や資金提供
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は一切行わない。また、反社会的勢力に対しては外部専門機関と連携の上、

毅然とした対応をとるなど、これらの反社会的勢力排除に関する基本方針を

実現するための体制整備を図る。 

 

当社は、上記に定めた手続きを実施し、整備した体制を継続して運用した。

また、必要に応じて諸規則の改定・周知を行った。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及びその運

用状況 

取締役会、常務会等の取締役の職務の執行に係る情報については、文書（電

磁的媒体を含む。以下同じ。）に記録し、文書取扱規則及び文書の整理保存規

程等に則り保存し、取締役及び監査役は常時これらの文書を閲覧できる体制を

整備する。 

 

  当社は、上記の手順に従って、取締役会及び常務会等に係る情報は、会議

後速やかに記録・保存した。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制及びその運用状況 

当社は、中小企業の発行する株式等の取得及びその保有を主たる事業とする。

株式はその元本が保証されておらず、特に非上場の中小企業の株式等は、流動

性が乏しいこともあり、十分なリスク管理が必要である。 

  投資に当たっては、全案件について、常勤の取締役及び監査役（以下、「常

勤役員」という。）全員が出席する常務会において、幅広い視点からの十分な

論議を重ねた上で、その可否、条件を決定する体制とする。 

投資先企業の管理に当たっては、常勤役員全員が出席する決算等検討会にお

いて 1社ごとにその現状分析を行い、当該企業に対する今後の対応方針を議論

することで、リスク回避に努める体制とする。 

 

  当社は、上記体制に基づき、投資に当たっては常務会を 47回開催し、投資

先企業の管理に当たっては決算等検討会を 12回開催した。 
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（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制及び

その運用状況 

  既述の、取締役会、常務会、決算等検討会等の日常の業務プロセスを通じ

て、取締役が投資及び投資先企業の状況等を常時把握して、その職務の執行

の効率化を図る体制を構築する。 

これに加えて、中期経営計画及び投資育成会社法によりその届出が義務付け

られている毎年度の事業計画、資金計画及び収支予算を策定する。事業計画等

の期中の実績把握と対応については、常務会において協議したうえで、毎月の

取締役会にその進捗状況を報告する。 

 

  当社は、上記体制に基づき、常務会及び決算等検討会を既述の回数開催し

たうえで、取締役会を 11回開催する等の運営を行った。 

 

（５）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項、その使用人の取締役からの独立性及び当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査役は、代表取締役が予め指名した総務企画部所属の職員（監査役会スタ

ッフ）に、監査業務に必要な事項を命ずることができるものとし、監査役より

監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役、総務企画部

長等の指揮命令を受けない。 

  また、取締役及び使用人は、監査役会スタッフの業務が円滑に行われるよ

う、環境の整備に協力し、監査役会スタッフが監査役に同行して各種重要な

会議に参加する機会を確保する。 

 

  当社は、監査役会スタッフを設置している。取締役及び使用人は、監査役

会（12回開催）への参加等の当該監査役会スタッフの業務が円滑に行われる

よう、環境の整備に協力した。 
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（６）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制及びその運用状況 

  常勤の監査役は、既述のとおり、取締役会だけでなく、日常の業務運営に

係る常務会、決算等検討会等に出席する。こうした機会を通じて、常勤の監

査役を経由して日常的に、監査役会に報告が行われる体制とする。 

加えて、取締役及び使用人は、常勤監査役を通じて監査役会に対して、法定

の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、内部通報制度による通報状況

及びその内容を速やかに報告する体制とする。 

 

  上記体制の実現のため、常勤の監査役は、既述の常務会及び決算等検討会

等に出席した。加えて、取締役及び使用人は内部通報制度の適切な運用を確

保した。 

 

（７）監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保するための体制及びその運用状況 

当社は、内部通報制度による報告を行ったことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するため、内部通報に関する規程に不利益取扱いの禁止を

定める。 

 

  当社は、上記の定めについて社内周知し徹底している。 

 

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費

用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職

務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じ

る。 

 

  当社は、上記に定めた事項のとおり運用した。 
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（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び

その運用状況 

  随時、監査役からの要請に応じて、代表取締役社長、総務企画部担当取締

役との意見交換会を開催するものとする。 

 

  当社は、上記の意見交換会を開催した。 



　　　　　　　　     　　　　（単位：千円）

金　額 金　額

 （資　産　の　部）  （負　債　の　部）

Ⅰ 流　動　資　産 23,703,856 Ⅰ 流　動　負　債 507,647

現金及び預金 21,295,189 未払法人税等 40,485

有価証券 1,800,587 預り金 26,688

未収入金 70,361 役員賞与引当金 35,000

未収入還付税金 503,872 賞与引当金 52,000

その他 33,845 従業員貯蓄金 259,775

その他 93,697

Ⅱ 固　定　資　産 77,759,567

1. 有形固定資産 5,113,940 Ⅱ 固　定　負　債 10,687,931

建物 1,742,395 リース債務 6,210

構築物 2,475 繰延税金負債 9,981,139

器具備品 46,497 役員退職慰労引当金 155,621

リース資産 5,750 退職給付引当金 508,153

土地 3,316,821 長期預り金 36,808

2. 無形固定資産 61,352 11,195,578

 （純　資　産　の　部）

借地権 21,611

ソフトウエア 38,626 Ⅰ 株　主　資　本 67,626,077

電話加入権 1,115 1. 資　本　金 6,673,400

3. 投資その他の資産 72,584,275 2. 利益剰余金 60,952,677

(1) 投資育成有価証券 69,133,711 (1) 利益準備金 1,668,350

投資育成株式 73,099,349

投資育成新株予約権付社債 496,100 (2) その他利益剰余金 59,284,327

投資損失引当金 ▲ 4,461,738 1. 配当平準積立金 1,500,000

2. 別途積立金 53,950,000

(2) その他 3,450,563 3. 繰越利益剰余金 3,834,327

その他の投資有価証券 3,069,297

従業員貯蓄金引当金銭信託 337,000 Ⅱ 評価・換算差額等 22,641,768

前払年金費用 31,442 1. その他有価証券評価差額金 22,641,768

その他 12,823

90,267,845

101,463,424 101,463,424

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資　産　合　計 負債及び純資産合計

貸　　借　　対　　照　　表

(平成３１年３月３１日現在)

科　　　　　目 科　　　　　目

純　資　産　合　計

負　債　合　計
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　 　 　　　　　（単位：千円）

Ⅰ 営　業　収　益

投資育成株式配当金 3,307,152

投資育成新株予約権付社債利息 13,907

投資育成株式売却益 2,281,756

経営指導料 69,436

その他 15,179 5,687,432

Ⅱ 営　業　費　用

一般管理費 2,050,165

経営指導委託報酬等 52,170

投資育成株式売却関係費 41

投資育成株式評価損 2

投資損失引当金繰入額 65,086 2,167,466

　営　業　利　益 3,519,966

Ⅲ 営 業 外 収 益

受取利息 1,202

有価証券利息 1,135

事務所賃貸収入 100,601

受取配当金 14,114

雑収入 9,534 126,588

Ⅳ 営 業 外 費 用

雑損失 10,075 10,075

　経　常　利　益 3,636,479

Ⅴ 特　別　利　益

投資損失引当金戻入額 15,000 15,000

Ⅵ 特　別　損　失

固定資産除却損 2,567 2,567

　税 引 前 当 期 純 利 益 3,648,911

　法人税、住民税及び事業税 241,916 241,916

　当　期　純　利　益 3,406,995

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

損　　益　　計　　算　　書
自　平成３０年４月　１日
至　平成３１年３月３１日

科　　　目 金　　　額
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(単位：千円）

配当平準
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

6,673,400 1,668,350 1,500,000 46,050,000 8,959,671 58,178,021 64,851,421 26,336,140 26,336,140 91,187,562

配当平準
積立金の積立

- - - - - - - - - -

別途積立金
の積立

- - - 7,900,000 △ 7,900,000 - - - - -

剰余金の配当 - - - - △ 632,340 △ 632,340 △ 632,340 - - △ 632,340

当期純利益 - - - - 3,406,995 3,406,995 3,406,995 - - 3,406,995

株主資本以外
の項目の事業
年度中の変動
額（純額）

- - - - - - - △ 3,694,372 △ 3,694,372 △ 3,694,372

- - - 7,900,000 △ 5,125,344 2,774,655 2,774,655 △ 3,694,372 △ 3,694,372 △ 919,761

6,673,400 1,668,350 1,500,000 53,950,000 3,834,327 60,952,677 67,626,077 22,641,768 22,641,768 90,267,845

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

平成31年3月31日
残高

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

平成30年4月1日
残高

事業年度中
の変動額

事業年度中の
変動額合計

自　平成30年4月 1日

至  平成31年3月31日

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

 

 その他有価証券 

  時価のあるもの････決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

  時価のないもの････移動平均法による原価法 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産････定率法（ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）

並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法）を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

 無形固定資産････自社使用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に

よる定額法を採用しております。 

 

（3）引当金の計上基準 

 役員賞与引当金････役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 賞与引当金････従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当期末

負担額を計上しております。 

役員退職慰労引当金････役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に定める当期末要支給額相当

額を計上しております。 

退職給付引当金････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

投資損失引当金････投資育成有価証券等の投資に係る損失に備えるため、当該企業の財政状態等を

勘案し、当社所定の基準により計上しております。 

 

（4）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 2,487,930千円 
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３．株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

普通株式 632,340株 ― 株  ― 株  632,340株 

 

（2）剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 30 年 6 月 19 日  

定時株主総会 
普通株式 632,340千円 利益剰余金 1,000円 平成 30 年 3 月 31 日  平 成 3 0 年 6 月 2 0 日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度後となるもの 

次の決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

令和元年 6 月 18 日 

定時株主総会 
普通株式 379,404千円 利益剰余金 600円 平成 31 年 3 月 31 日  令和元年 6 月 19日  

 

４．税効果会計に関する注記 

（1）投資育成株式評価損等につき繰延税金資産が発生しておりますが、全額評価性引当額を計上

しております。 

 

５．金融商品に関する注記 

（1）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、中小企業の発行する株式等の取得及びその保有を主たる事業として行っております。

投資はすべて自己資金で行っており、借入等による資金調達はありません。また、投資資金を

回収して得られた余資については、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金や

有価証券（公社債）で運用を行っております。 

 

     ②金融商品の内容及びリスク 

      有価証券及びその他の投資有価証券は主として公社債、投資育成有価証券は主に中小企業の

発行する株式、社債等であり、いずれも信用リスク、市場価格の変動リスク等に晒されており

ます。 

      預金の中には期限前解約特約付預金（コーラブル預金）も含まれております。この期限前解

約権は銀行のみが保有しており、弊社から解約を行う場合、これに付帯するデリバティブ部分

に損失が生じる可能性がありますが、必要な運転資金は手元に確保しており、満期期日まで継

続して預金として保有する予定であります。 



16 

 

 

     ③金融商品に係るリスク管理体制 

     イ）信用リスクの管理 

      満期保有目的の債券は、経理規則に従い、格付けの高い債券のみを対象としております。 

      投資育成有価証券は、モニタリングを定期的に行うことにより、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を行っております。 

      

ロ）市場リスクの管理 

      投資育成有価証券のうち、取引市場が存在するものに関しては、定期的に時価や発行体の財

務状況等を把握し、投資先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 

（2）金融商品の時価等に関する事項 

平成 31年 3月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次表のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注

2）参照）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1） 現金及び預金 

（2） 有価証券 

（3） その他の投資有価証券 

① 満期保有目的の債券 

② その他有価証券 

（4） 投資育成有価証券 

（5） 従業員貯蓄金引当金銭信託 

21,295,189 

1,800,587 

 

2,907,362 

440 

33,756,664 

337,000 

21,294,500 

1,800,490 

 

2,906,920 

440 

33,756,664 

337,000 

▲688 

▲97 

 

▲442 

― 

― 

― 

資産計 60,097,244 60,096,015 ▲1,228 

（1） 従業員貯蓄金 259,775 259,775 ― 

負債計 259,775 259,775 ― 

 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 

資産 

（1）現金及び預金 

コーラブル預金を除き、これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

またコーラブル預金の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

（2）有価証券 

これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

（3）その他の投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。 
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（4）投資育成有価証券 

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

（5）従業員貯蓄金引当金銭信託 

   金銭の信託全体の時価情報を記載しております。 

 

負債 

（1）従業員貯蓄金 

要求払預金であるため、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。 

 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                        （単位：千円） 

区   分 貸借対照表計上額  

その他の投資有価証券 

 非上場株式等 

 

161,494 

投資育成有価証券 

 非上場株式等 

 投資損失引当金 

 

39,838,785 

▲4,461,738 

 

６．一株当たり情報に関する注記 

（1）一株当たり純資産額               142,752円 07銭 

 

（2）一株当たり当期純利益                5,387円 91銭 
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会計監査人の監査報告書 

 

 

独立監査人の監査報告書 

 

令和元年5月7日 

 

東京中小企業投資育成株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

 

公認会計士  加賀美 弘明  ㊞ 

 

公認会計士  齋藤  晃一  ㊞ 

 

 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、東京中小企業投資育成株式会社の

平成30年4月1日から平成31年3月31日までの第56期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行

った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ

る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

謄本 

指 定 社 員 

業務執行社員 

指 定 社 員 

業務執行社員 
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される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが

含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以上 
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監査役会の監査報告書 

 

 

監 査 報 告 書 

 

令和元年5月13日 

 

東京中小企業投資育成株式会社 

代表取締役社長 望月 晴文 殿 

 

 

当監査役会は、平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日までの第 56 期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作

成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（1）監査役会は、当期の監査方針、職務分担等の監査計画を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、職務分担等の監査計画に従い、取締役

及び使用人等と情報交換を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。 

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において

業務及び財産の状況を調査いたしました。 

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第３項に定める体制

の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成 17年 10月 28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。 

 

謄本 
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 （1） 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。 

 （2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

東京中小企業投資育成株式会社 監査役会 

常勤監査役   原 田 高 道  ㊞ 

監査役     深 見 克 俊  ㊞ 

監査役     石 田   徹  ㊞ 

 

（注）監査役原田高道、監査役石田徹は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であります。 



件 数 金　額 件 数 金　額 件 数 金　額 件 数 金　額
百万円 百万円 百万円 百万円

株　　式 47 1,876 44 1,645 47 1,523 42 1,785

新株予約権付
社債など 1 30 5 418 0 0 4 137

小　計 48 1,906 49 2,063 47 1,523 46 1,923

16 265 9 531 14 263 14 414

64 2,172 58 2,595 61 1,787 60 2,337

（注1）金額は百万円未満を切り捨てて記載しております。

件 数 金　額
百万円

（注1）新株予約権、新株予約権付社債等による投資残高を記載しております。
（注2）金額は百万円未満を切り捨てて記載しております。

　累計118,670百万円（2,281社）

　地域別

（注1）金額は百万円未満を切り捨てて記載しております。

新株予約権付
社債など（注１）

合　計

投資残高

8

1,052 40,481

合　　計

投 資 の 概 況

■　最近4期の投資実績　

平成30年度（当期）平成29年度

新
規
投
資

■　投資残高（平成31年3月末）

株　　式

再 投 資

平成27年度 平成28年度

496

■　投資累計（平成31年3月末）

1,060 40,977

北
海
道
 

東北 

6県 
関東6県 東 京 都 

110社 182社 536社 1,059社 394社 

山梨、長野、 

新潟、静岡4県

他 
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■ 会社概要 

・商号 東京中小企業投資育成株式会社 

・本社所在地 

 

 

〒150－0002 東京都渋谷区渋谷三丁目 29番 22号 

TEL. 03－5469－1811  FAX. 03－5469－5875  

URL.https://www.sbic.co.jp/ 

・代表者 代表取締役社長 望月 晴文 

・設立 昭和 38年 11月 15日 

・資本金 66億 7,340万円  

・沿革 

 

 

 

 

昭和 38年 東京都中央区にて営業を開始 

昭和 48年 投資先から第 1号上場企業が誕生 

平成 10年 東京都渋谷区に本社ビルを竣工し、移転 

平成 14年 株式上場を達成した投資先社数が累計 50社を突破 

平成 17年 累計投資先社数が 1,500社を突破 

平成 23年 累計投資金額が 1,000億円を突破 

平成 25年 累計投資先社数が 2,000社を突破 

平成 29年 投資先社数残高が 1,000社を突破 

・株主名簿管理人 

 

三菱 UFJ信託銀行株式会社 

問い合わせ先 証券代行部 TEL. 0120－232－711（フリーダイヤル） 

 

 

■ 姉妹会社の概要 

名古屋中小企業投資育成株式会社 

・本社所在地 〒450－0003 愛知県名古屋市中村区名駅南一丁目 16番 30号 東海ビル 7階 

       TEL. 052－581－9541  FAX. 052－583－8501  

URL.https://www.sbic-cj.co.jp/ 

 

 

大阪中小企業投資育成株式会社 

・本社所在地 〒530－6128  大阪府大阪市北区中之島三丁目 3番 23号 中之島ダイビル 28階 

       TEL. 06－6459－1700  FAX. 06－6459－1703 

URL.https://www.sbic-wj.co.jp/ 
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